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連結計算書類 
連結貸借対照表 （2026年３月31日現在） （単位：百万円）

 

科目 当期  科目 当期 
 
資産の部 

流動資産 

現金及び預金 

受取手形及び売掛金 

短期貸付金 

棚卸資産 

その他 

貸倒引当金 

固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物 

土地 

その他 

無形固定資産 

ソフトウエア 

販売権 

その他 

投資その他の資産 

投資有価証券 

繰延税金資産 

投資不動産 

破産更生債権等 

退職給付に係る資産 

その他 

貸倒引当金 
  

 

85,575 

11,951 

52,618 

1,690 

17,879 

1,616 

△181 

7,970 

3,321 

845 

985 

1,490 

340 

233 

106 

0 

4,308 

1,439 

749 

273 

602 

1,073 

739 

△569 

 負債の部  

 流動負債 37,959 

 支払手形及び買掛金 26,048 

 短期借入金 6,465 

 未払法人税等 1,154 

 賞与引当金 502 

 その他 3,788 

 固定負債 2,205 

 退職給付に係る負債 139 

 繰延税金負債 1,577 

 その他 487 

 負債合計 40,165 

 純資産の部  

 株主資本 45,688 

 資本金 2,142 

 資本剰余金 2,639 

 利益剰余金 40,906 

 その他の包括利益累計額 7,692 

 その他有価証券評価差額金 499 

 為替換算調整勘定 6,624 

 退職給付に係る調整累計額 567 

 純資産合計 53,380 

資産合計 93,545  負債・純資産合計 93,545 
 

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。



 
連結損益計算書 （2025年４月１日から2026年３月31日まで） （単位：百万円）

 

科目 当期 

売上高 208,996 

売上原価 181,643 

売上総利益 27,353 

販売費及び一般管理費 17,952 

営業利益 9,400 

営業外収益 255 

受取利息 110 

受取配当金 23 

賃貸収入 87 

その他 34 

営業外費用 960 

支払利息 112 

賃貸費用 45 

為替差損 798 

その他 4 

経常利益 8,695 

特別利益 218 

 投資有価証券売却益 218 

特別損失 343 

投資有価証券評価損 343 

税金等調整前当期純利益 8,570 

法人税、住民税及び事業税 2,824 

法人税等調整額 △353 

当期純利益 6,099 

親会社株主に帰属する当期純利益 6,099 
 

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。



 

 

 
連結株主資本等変動計算書 （2025年４月１日から2026年３月31日まで） （単位：百万円） 

 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 
株主資本 
合計 

2025年４月１日 期首残高 2,142 2,639 61,626 66,408 

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当   △26,819 △26,819 

親会社株主に帰属する 
当期純利益 

  6,099 6,099 

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額(純額) 

    

連結会計年度中の変動額合計 － － △20,719 △20,719 

2026年３月31日 期末残高 2,142 2,639 40,906 45,688 

 

 

その他の包括利益累計額 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

退職給付に係る 
調整累計額 

その他の包括 
利益累計額合計 

2025年４月１日 期首残高 256 4,563 361 5,181 71,589 

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当     △26,819 

親会社株主に帰属する 
当期純利益 

    6,099 

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額(純額) 

243 2,061 205 2,510 2,510 

連結会計年度中の変動額合計 243 2,061 205 2,510 △18,209 

2026年３月31日 期末残高 499 6,624 567 7,692 53,380 
 

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  



連結注記表 
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

⑴ 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の状況 

・連結子会社の数 22社 

主要な連結子会社名は、事業報告の「１．当社グループの現況 ⑵重要な親会社及び子会社の状況 

②重要な子会社の状況」に記載のとおりであります。 

⑵ 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況 

・持分法適用の関連会社数 ０社 

⑶ 会計方針に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ. 有価証券 

その他有価証券 

・市場価格のない株式等 

 以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用しております。 

・市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法を採用しております。 

ロ. デリバティブ 時価法 

ハ. 棚卸資産 

・商品、製品、原材料 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定） 

 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ. 有形固定資産（リース資産を除く） 

  及び投資不動産      定額法 

ロ. 無形固定資産       定額法 

ハ. リース資産        リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し

ております。 

 

③ 重要な引当金の計上基準 

イ. 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

ロ. 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当連結会計

年度負担額を計上しております。 

 

④ 収益及び費用の計上基準 

当社グループは、エレクトロニクス製品分野を対象とした電子材料、電子部品、設備等の提供を

主たる事業としており、これの提供は、顧客との契約に基づき約束した財又はサービスの支配が顧

客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識してお

ります。 

なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品

の国内の販売において、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間

である場合には、出荷時に収益を認識しております。 

また、顧客との約束が当該財又はサービスを他の当事者によって提供されるように手配する履行

義務である場合には、代理人取引として、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純

額で収益を認識しております。 

取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれており

ません。 

 

 

 

 



 

 

⑤ その他連結計算書類作成のための重要な事項 

退職給付に係る

資産及び退職給

付に係る負債の

計上基準 

 退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、退職

給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しており、年金資産の

額が退職給付債務の額を超過している場合は、退職給付に係る資産に

計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見

込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。 

 過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。 

 未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効

果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給

付に係る調整累計額に計上しております。 

  



２．会計方針の変更に関する注記  

該当事項はありません。 

 

３．会計上の見積りに関する注記  

貸倒引当金（流動資産）  

当社グループは、債権の貸倒時に発生する回収不能見込額に対して貸倒引当金を計上しておりま

す。債権区分については、貸倒懸念が顕在化していないものを一般債権とし、貸倒懸念が顕在化して

いるものを貸倒懸念債権等とすることとしております。貸倒懸念が顕在化していない一般債権につい

ては、当社グループ各社で、貸倒実績率に基づいて債権の期末残高に対し一括で回収不能見込額の見

積りをしております。当連結会計年度末における貸倒引当金（流動資産）は181百万円として計上さ

れております。 

上記のとおり、貸倒引当金（流動資産）の金額の算出に用いた主要な仮定は、債権区分と貸倒実績

率であります。なお、当該金額は現時点の最善の見積りであるものの、取引先の財政状態の評価や売

上債権の滞留状況を含む回収可能性の検討については、経営者の判断を伴うものであり、それらの状

況の変化によっては、翌連結会計年度以降の連結計算書類において、設定する貸倒引当金（流動資

産）の金額に影響を及ぼす可能性があります。 

 

４．連結貸借対照表に関する注記 

⑴ 担保に供している資産  

投資有価証券 188百万円

上記の資産を、仕入債務15百万円の担保に供しております。 

⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 6,700百万円

⑶ 投資不動産の減価償却累計額 181百万円

⑷ 受取手形及び売掛金のうち、顧客との契約から生じた債権の金額

は、それぞれ以下のとおりであります。 

 当連結会計年度 

受取手形 6,426百万円 

売掛金 46,192百万円 

 

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記   

⑴ 発行済株式の総数に関する事項 
 

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数 

普 通 株 式 40,945千株 －千株 －千株 40,945千株 

⑵ 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額等 

2025年５月26日開催の取締役会決議による配当に関する事項 

・配当の原資      利益剰余金 

・配当金の総額     26,819百万円 

・１株当たり配当金額  655円 

・基準日        2025年３月31日 

・効力発生日      2025年６月26日 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期となるもの 

2026年６月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提

案しています。 

・配当の原資      利益剰余金 

・配当金の総額     23,339百万円 

・１株当たり配当金額  570円 

・基準日        2026年３月31日 

・効力発生日      2026年６月29日 
 
 
 
 

 



 

 

６．金融商品に関する注記 

⑴ 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、豊田通商株式会社のキャッシ

ュ・マネジメント・システムにより資金を調達しております。デリバティブ取引は、後述するリス

クを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金、破産更生債権等は、得意先の信用リスクに晒されておりま

す。また外貨建ての営業債権は為替の変動リスクに晒されておりますが、原則として先物為替予約

取引及び通貨オプション取引を利用してヘッジしております。 

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、これらは市場価格の変動リスク

に晒されております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、すべて１年内の支払期日であり、流動性リスクに晒され

ております。また、主に事業の運転資金に係る資金調達を目的とした短期借入金も、流動性リスク

に晒されております。 

デリバティブ取引は、外貨建営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした

先物為替予約取引及び通貨オプション取引であります。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

イ. 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理 

当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、財務経理部が主要な取引先の状況を定期的

にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回

収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社においても、当社の債権管理規程に準じ

て、同様の管理を行っております。 

デリバティブ取引については、取引先を、高格付を有する金融機関に限定していることから、

信用リスクは、ほとんどないものと認識しております。 

ロ. 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

当社グループは、外貨建営業債権債務について、月別通貨別に把握される残高に対して、原則

としてその差異相当額を対象に、先物為替予約取引及び通貨オプション取引を利用してヘッジし

ております。 

投資有価証券については、定期的に時価や取引先企業の財務状況等を把握し、市況や取引先企

業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

デリバティブ取引の執行・管理については、先物為替予約取扱規程及び先物為替予約業務実施

要領に沿って行い、財務経理部が決裁担当者の承認を得て行っております。また、月次の取引実

績は、本部長会議（代表取締役、全ての執行役員と本部長等をもって構成され、代表取締役社長

が議長を務める。）において報告されております。なお、連結子会社についても、当社が定める

方法に従い、各種金融商品並びにリスクヘッジの執行及び管理をしており、当社は財務経理部が

適宜モニタリングを行うことで、その管理状況を注視しております。 

ハ. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理 

流動性リスクに晒されている営業債務や短期借入金は、当社グループにおいては、各社が月次

で資金繰り計画を作成する等の方法により流動性リスクの管理を行っております。 

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

「⑵ 金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等について

は、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



⑵ 金融商品の時価等に関する事項 

2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。 

                                             

（単位：百万円） 

 
連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

⑴ 投資有価証券 901 901 － 

⑵ 破産更生債権等 602   

貸倒引当金（※２） △549   

（※３） 52 － － 

資産計 953 901 － 

デリバティブ取引（※４） △616 △616 － 

(※１)「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「短期貸付金」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入金」及び「未払

法人税等」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しており

ます。 

(※２）破産更生債権等については、個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

(※３）破産更生債権及び貸倒引当金については、売掛金の全額を破産更生債権として計上し、個別に計上している売掛金から

買掛金相当分を控除した額を貸倒引当金として計上しております。これにより、破産更生債権と貸倒引当金の間に差額

が生じております。 

(※４）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については△

で表示しております。 

(※５）市場価格のない株式等は、「⑴投資有価証券」には含めておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下の

とおりであります。 

                                                   

（単位：百万円） 

区分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 537 

  



 

 

７．賃貸等不動産に関する注記  

当社グループでは、東京都において、賃貸用のオフィスビル等（土地を含む。）を有しておりま

す。2026年３月期における賃貸等不動産に関する賃貸損益は43百万円（賃貸収益は営業外収益に計

上、主な賃貸費用は営業外費用に計上）であります。 

また、賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであ

ります。 

                                               

（単位：百万円） 

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末

の時価 当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高 

283 △9 273 1,309 

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

２．当連結会計年度増減額の減少額は、減価償却によるものであります。 

３．当連結会計年度末の時価は、適切に市場価格を反映していると考えられる指標等を用いて自社で算定した金額であり

ます。 

 

８．収益認識に関する注記  

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表１.連結計算書類

作成のための基本となる重要な事項 ⑶ 会計方針に関する事項 ④ 収益及び費用の計上基準」に記

載のとおりであります。 

 

契約負債の残高等 

契約負債は、支払条件に基づき顧客から受取った前受金に関するものであり、収益の認識に伴い取

り崩しております。なお、連結貸借対照表上は、流動負債「その他」に計上しており、当連結会計年

度末残高は780百万円であります。 

 

９．１株当たり情報に関する注記  

⑴ １株当たり純資産額 1,303円69銭

⑵ １株当たり当期純利益金額 148円96銭

 

１０．その他の注記事項 

当社及び一部の国内連結子会社は、当連結会計年度から、グループ通算制度を適用しております。

これに伴い、法人税および地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ

通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」(実務対応報告第42号2021年8月12日。

以下「実務対応報告第42号」という。)に従っております。また、実務対応報告第42号の適用に伴う

会計方針の変更による影響はないものとみなしております。  



計算書類 
貸借対照表 （2026年３月31日現在） （単位：百万円） 

 

科目 当期  科目 当期 
 
資産の部 

流動資産 

現金及び預金 

受取手形 

電子記録債権 

売掛金 

商品 

未収消費税等 

その他 

貸倒引当金 

固定資産 

有形固定資産 

建物 

土地 

その他 

無形固定資産 

ソフトウエア 

その他 

投資その他の資産 

投資有価証券 

関係会社株式 

関係会社出資金 

繰延税金資産 

投資不動産 

その他 

貸倒引当金 
  

 
 

55,221 

185 

11 

6,378 

39,639 

7,343 

471 

1,371 

△179 

6,910 

2,079 

676 

985 

417 

229 

229 

0 

4,600 

1,439 

628 

749 

643 

273 

1,434 

△568 
  

 負債の部  

 流動負債 27,174 

 支払手形 493 

 電子記録債務 2,627 

 買掛金 16,974 

 未払法人税等 938 

 短期借入金 3,906 

 賞与引当金 331 

 その他 1,902 

 固定負債 104 

 負債合計 27,278 

 純資産の部  

 株主資本 34,352 

 資本金 2,142 

 資本剰余金 2,639 

 資本準備金 2,017 

 その他資本剰余金 621 

 利益剰余金 29,570 

 利益準備金 91 

 その他利益剰余金 29,479 

 圧縮積立金 33 

 繰越利益剰余金 29,446 

 評価・換算差額等 499 

 その他有価証券評価差額金 499 

 純資産合計 34,852 

資産合計 62,131  負債・純資産合計 62,131 
 

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。



 

 

 
損益計算書 （2025年４月１日から2026年３月31日まで） （単位：百万円） 

 

科目 当期 

売上高 138,686 

売上原価 125,199 

売上総利益 13,486 

販売費及び一般管理費 11,191 

営業利益 2,295 

営業外収益 9,272 

営業外費用 378 

経常利益 11,189 

特別利益 218 

 投資有価証券売却益 218 

特別損失 343 

投資有価証券評価損 343 

税引前当期純利益 11,063 

法人税、住民税及び事業税 1,757 

法人税等調整額 △287 

当期純利益 9,593 

 
(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。



 
株主資本等変動計算書 （2025年４月１日から2026年３月31日まで） （単位：百万円）

 

 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 資本 

準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 利益 
剰余金 
合計 

別途 
積立金 

圧縮 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

2025年４月１日 期首残高 2,142 2,017 621 2,639 91 40,449 34 6,221 46,796 51,578 

事業年度中の変動額           

別途積立金の取崩      △40,449  40,449   

圧縮積立金の取崩       △1 1   

剰余金の配当        △26,819 △26,819 △26,819 

当期純利益        9,593 9,593 9,593 
株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額) 

          

事業年度中の変動額合計 － － － － － △40,449 △1 23,224 △17,226 △17,226 

2026年３月31日 期末残高 2,142 2,017 621 2,639 91 － 33 29,446 29,570 34,352 

 

 
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

2025年４月１日 期首残高 256 256 51,835 

事業年度中の変動額    

別途積立金の取崩    

圧縮積立金の取崩    

剰余金の配当   △26,819 

当期純利益   9,593 
株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額) 

243 243 243 

事業年度中の変動額合計 243 243 △16,982 

2026年３月31日 期末残高 499 499 34,852 
 

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  



 

個別注記表 
１．重要な会計方針に係る事項 

⑴ 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

イ. 子会社株式及び 移動平均法による原価法 

関連会社株式 

ロ. その他有価証券 

・市場価格のない株式等 

以外のもの        時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採用しております。 

・市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法を採用しております。 

 

② デリバティブ 時価法 

③ 棚卸資産 

・商品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定） 

⑵ 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産及び投資不動産 定額法 

② 無形固定資産         定額法 

 

⑶ 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

② 賞与引当金  従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当事業

年度負担額を計上しております。 

③ 退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、退職給付債務から年

金資産の額を控除した額を計上しており、年金資産の額が退職

給付債務から数理計算上の差異等を控除した額を超過する場合

は、前払年金費用として投資その他の資産に計上しておりま

す。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当

事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定

式基準によっております。 

数理計算上の差異は、主としてその発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分

した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しておりま

す。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理しており

ます。 

 

⑷ 収益及び費用の計上基準 
 当社は、エレクトロニクス製品分野を対象とした電子材料、電子部品、設備等の提供を主たる事
業としており、これの提供は、顧客との契約に基づき約束した財又はサービスの支配が顧客に移転
した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 
 なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品
の国内の販売において、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間
である場合には、出荷時に収益を認識しております。 
 また、顧客との約束が当該財又はサービスを他の当事者によって提供されるように手配する履行
義務である場合には、代理人取引として、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純
額で収益を認識しております。 
 取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれており
ません。 



２．会計上の見積りに関する注記 

貸倒引当金（流動資産） 

 当社は、債権の貸倒時に発生する回収不能見込額に対して貸倒引当金を計上しております。債権

区分については、貸倒懸念が顕在化していないものを一般債権とし、貸倒懸念が顕在化しているも

のを貸倒懸念債権等とすることとしております。貸倒懸念が顕在化していない一般債権について

は、貸倒実績率に基づいて債権の期末残高に対し一括で回収不能見込額の見積りをしており、貸倒

引当金（流動資産）を179百万円計上しております。当該貸倒引当金の全額が一般債権に対する貸

倒実績率による貸倒引当金であります。 

 上記のとおり、貸倒引当金（流動資産）の金額の算出に用いた主要な仮定は、債権区分と貸倒実

績率であります。なお、当該金額は現時点の最善の見積りであるものの、取引先の財政状態の評価

や売上債権の滞留状況を含む回収可能性の検討については、経営者の判断を伴うものであり、それ

らの状況の変化によっては、翌事業年度以降の計算書類において、設定する貸倒引当金（流動資

産）の金額に影響を及ぼす可能性があります。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

⑴ 担保に供している資産  
投資有価証券 188百万円
上記の資産を、仕入債務15百万円の担保に供しております。 

⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 3,798百万円 
⑶ 投資不動産の減価償却累計額 181百万円 

⑷ 保証債務等  
次の関係会社の仕入債務に対し下記のとおり債務保証を行っております。 

  依摩泰(上海)国際貿易有限公司 
  (4千米ドル) 0百万円
  依摩泰香港有限公司 
  (3千米ドル) 0百万円

     合計 1百万円
⑸ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 
① 短期金銭債権 14,488百万円 
② 短期金銭債務 6,685百万円 

 
 
４．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 
① 売上高 43,896百万円
② 仕入高 19,879百万円
③ 販売費及び一般管理費 215百万円
④ 営業取引以外の取引高 9,179百万円

 
 
５．株主資本等変動計算書に関する注記  

自己株式の種類及び株式数に関する事項 
当社は過年度に自己株式の全てを消却しており、当事業年度末において自己株式は保有しておりません。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

６．税効果会計に関する注記  

 当社は、当事業年度から、グループ通算制度を適用しております。これに伴い、法人税および地方法

人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理

及び開示に関する取扱い」(実務対応報告第42号2021年8月12日。以下「実務対応報告第42号」とい

う。)に従っております。また、実務対応報告第42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないも

のとみなしております。 

 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

未払事業税否認 57百万円 

賞与引当金繰入限度超過額 104百万円 

貸倒引当金繰入限度超過額 235百万円 

棚卸商品廃棄損否認 26百万円 

ゴルフ会員権評価損否認 38百万円 

関係会社株式評価損否認 96百万円 

関係会社出資金評価損否認 174百万円 

減損損失等否認 21百万円 

その他 235百万円 

繰延税金資産合計 990百万円 

繰延税金負債  

圧縮積立金 △15百万円 

その他有価証券評価差額金 △229百万円 

前払年金費用 △95百万円 

その他 △5百万円 

繰延税金負債合計 △347百万円 

繰延税金資産の純額 643百万円 

  



７．関連当事者との取引に関する注記  

⑴ 親会社及び法人主要株主等 （単位：百万円）

種 類 会社等の名称 資本金または 
出 資 金 

事業の内容または
職 業 

議 決 権 等 
の 所 有 
( 被 所 有 ) 
割 合 ( ％ ) 

関 係 内 容 
取引の内容取引金額 科 目 期末残高役 員 の 

兼 任 等 
事 業 上 
の 関 係 

親会社 
豊田通商 
株式会社 

64,936 
百万円 総合商社 100 － 資金の貸付 

CMSからの 
借入 5,549 

短 期 
借 入 金 3,906 

(注)取引条件および取引条件の決定方針等 

  CMS（キャッシュ・マネジメント・システム）からの借入については、市場金利を勘案して合理的に決定しており、 

  取引金額は、期中平均残高を記載しております。 

⑵ 役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 

⑶ 子会社等 （単位：百万円） 
 

種 類 会社等の名称 資本金または 
出 資 金 

事業の内容ま
た は 職 業 

議 決 権 等 
の 所 有 
( 被 所 有 ) 
割 合 ( ％ ) 

関 係 内 容 
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 役 員 の 

兼 任 等 
事 業 上 
の 関 係 

子会社 

依 摩 泰 
( 上 海 ) 
国 際 貿 易 
有 限 公 司 

5,794千 
人民元 

電子材料
等の販売 100 1名 

販売商品の
一部を相互
に供給 

商品の販売 
(注)２ 4,010 売 掛 金 1,009 

受取配当金 
(注)１ 

2,408 － － 

子会社 
依 摩 泰 
香 港 
有 限 公 司 

12千 
USドル 

電子材料
等の販売 100 1名 

 
販売商品の
一部を相互
に供給 

商品の仕入 
(注)２ 

9,282 買 掛 金 1,642 

商品の販売 
(注)２ 9,371 売 掛 金 2,343 

受取配当金 
(注)１ 2,841 － － 

子会社 
E l e m a t e c 
Philippines, 
I n c . 

1,227千 
USドル 

電子材料
等の販売 

100 － 
販売商品の
一部を相互
に供給 

商品の販売 
(注)２ 3,718 売 掛 金 1,965 

受取配当金 
(注)１ 

696 未収入金 692 

子会社 
E L E M A T E C 
V I E T N A M 
C O . , L T D . 

373千 
USドル 

電子材料
等の販売 100 1名 

販売商品の
一部を相互
に供給 

商品の販売 
(注)２ 3,223 売 掛 金 806 

子会社 
E l e m a t e c 
( T h a i l a n d ) 
C o . , L t d . 

106百万 
タイバーツ 

電子材料
等の販売 100 － 

 
販売商品の
一部を相互
に供給 

 

商品の販売
(注)２ 5,083 売 掛 金 1,693 

子会社 
Elematec USA 
Corporation 

450千 
USドル 

電子材料
等の販売 100 1名 

 
販売商品の
一部を相互
に供給 

 

商品の販売
(注)２ 3,166 売 掛 金 936 

子会社 
PT.Elematec 
I n d o n e s i a 

700千 
USドル 

電子材料
等の販売 100 － 

販売商品の
一部を相互
に供給 

商品の販売
(注)２ 1,577 売 掛 金 746 

子会社 
E L E M A T E C 
MEXICO S.A. 
D E  C . V . 

7,000千 
メキシコペソ 

電子材料
等の販売 100 1名 

販売商品の
一部を相互
に供給 

商品の販売 
(注)２ 2,092 売 掛 金 1,329 

 
(注)１．受取配当金については、連結子会社から当社への配当方針に基づき決定しております。 

２．価格その他の取引条件は、市場実勢等を参考に決定しております。 

 

８．収益認識に関する注記 

（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報） 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表 ８.収益認識に

関する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。 

 

９．１株当たり情報に関する注記  

⑴ １株当たり純資産額 851円19銭

⑵ １株当たり当期純利益金額 234円29銭
 


